
◎電子商取引（ネット上の利用規約の有効性、消費者トラブル、
ネットオークションなど）

◎クラウドサービス（データの管理責任、個人情報保護など）

◎ＳＮＳ（企業の営業秘密漏洩に対する損害賠償、「炎上」と企業内
懲戒など）

◎知的財産権（「間接侵害」、「自炊」、ドメインネーム使用など）

◎子どもとインターネット（有料サイト利用による携帯料金の高
額請求、児童ポルノ、いじめなど）

◎ライフログ、ビッグデータをめぐる法的問題　　ほか

■インターネットをめぐる法的論点から“重要”、“最新”、“話題”
の問題をピックアップ。ＳＮＳの炎上、クラウドの個人情報管
理、ネット選挙運動……「どう対策すればいいの？」に答え
ます！

■話題のトピックについて、法的な視点からどう問題となるの
か、実務上の対応はどのようにすればよいのか、弁護士会の
専門研究部が詳しく解説。民間企業や自治体の危機管理に
も必要な知識です。

インターネット社会における
法的リスク管理は万全ですか？
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